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令和７年１月１０日（金）午後２時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【同一の組合による対前年比較】 
 

（調査時点：１２月１６日現在） 

（加重平均（組合員１人あたり平均）） 

（集計組合数：４８６組合） 

【全体結果】 （表１） 

項目 令和６年 令和５年 対前年比 

妥結額 ７９２，８５５円 ７６６，７９０円 
２６，０６５円増 

（増減率：３．４％増） 

支給月数 ２．４５か月 ２．４５か月 同数 

 

【主な特徴点】 

■前年に比べて妥結額は増加し、支給月数は同数となった。 

■企業規模別の妥結額は、すべての規模で前年に比べて増加した。 

■産業別の妥結額は、製造業、非製造業ともに前年に比べて増加した。 

 

○大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課は、今年の府内労働組合の年末一時金の妥結状況につい

て、前年からの妥結額等の動きを詳細に把握するため、令和６年１２月１６日までに「妥結額」、「組合員

数」、「平均賃金額」が把握できた５３８組合※のうち、前年の妥結額についても把握できた４８６組合（今年、

前年の同一の組合）について、対前年比較及び詳細な分析を行いました。 

※この 5 3 8 組合を対象とした加重平均結果については、労働環境課ホームページ掲載の令和６年年末一時金要求・妥結状況（最終報） 

（１２月２６日公表）をご覧ください。なお、結果の利用にあたっては、最終報と本詳細分析報告では集計対象組合が異なることにご留意ください。 

○調査対象及び集計方法、詳細な分析結果については次ページ以降をご覧ください。 

連 絡 先 

大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課 

地域労政グループ 裏野・立石 

▽直 通 06- 6946- 2606  

令和６年 

年末⼀時⾦妥結状況 詳細分析報告 
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大阪府労働環境課ホームページ  

◆調査資料一覧 

  https://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/     

※右のＱＲコードからもご覧いただけます。 

 

 

調査結果の詳細分析 【集計組合数：４８６組合】 

（１）妥結額の状況 【１ページ・表１ 参照】 

本年調査では、妥結額７９２，８５５円（前年：７６６，７９０円）と、対前年比２６，０６５円増で、前年を上回る

結果となりました。支給月数は２．４５か月で前年と同数となりました。 

 

（２）企業規模（従業員数）別の妥結状況 【下記・表２ 参照】 

企業規模別の妥結額における対前年比較では、 

「２９９人以下」が、前年比１６，００３円増・２．８％増（令和６年：５９１，６６１円 令和５年：５７５，６５８円）、 

「３００から９９９人」が、前年比３９，８２３円増・５．５％増（令和６年：７６３，７３１円 令和５年：７２３，９０８円）、 

「１，０００人以上」が、前年比２４，２６６円増・３．０％増（令和６年：８２０，０８３円 令和５年：７９５，８１７円）  

となりました。 

 

（表２） 企業規模（従業員数）別の妥結状況 

 

※増減傾向は、５％以上の増減率を太矢印、１％以上５％未満の増減率を細矢印、１％未満の増減率を横矢印で示しています。 

 

 

 

令和６年 令和５年 金額（円） 増減率（％）
増減傾向
（※）

２９人以下 2 6 5 0 8 ,4 4 4 4 8 5 ,1 4 6 2 3 ,2 9 8 4 .8

３０～９９人 9 3 5 5 2 ,6 3 0 5 2 6 ,2 2 7 2 6 ,4 0 3 5 .0

１００～２９９人 1 2 3 6 0 3 ,0 6 8 5 8 9 ,7 3 6 1 3 ,3 3 2 2 .3

2 4 2 5 9 1 ,6 6 1 5 7 5 ,6 5 8 1 6 ,0 0 3 2 .8

1 0 6 7 6 3 ,7 3 1 7 2 3 ,9 0 8 3 9 ,8 2 3 5 .5

1 3 8 8 2 0 ,0 8 3 7 9 5 ,8 1 7 2 4 ,2 6 6 3 .0

7 9 2 ,8 5 5 7 6 6 ,7 9 0 2 6 ,0 6 5 3 .4

6 8 1 ,6 3 9 6 5 7 ,1 5 8 2 4 ,4 8 1 3 .7

対前年比
企業規模
（従業員数）

集計組合数
（組合）

妥結額
（円）

２９９人

以下の

内訳

２９９人以下

３００～９９９人

１，０００人以上

 総加重平均

4 8 6

総単純平均（参考）
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（３）産業別の妥結状況 【４，５ページ・表４- １，２ 参照】 

産業別（大分類）における対前年比較では、製造業、非製造業ともに増加となりました。 

製造業では、増減傾向（矢印）を記載した全１８業種のうち１２業種でプラス傾向となっており、全体として 

８５１，８０５円（前年：８２９，２８７円）と、２２，５１８円増・２．７％増となりました。 

非製造業では、増減傾向（矢印）を記載した全１２業種のうち１１業種でプラス傾向となっており、全体として 

７３２，６５５円（前年：７０２，９６９円）と、２９，６８６円増・４．２％増となりました。 

なお、集計組合数が１０組合以上の業種のうち、前年と比べ増減率の高い業種は下記表のとおりです。 

 

 

（表３） 産業別の妥結状況（加重平均）のうち、前年に比べ増減率の高かった業種 

集計組合数が１０組合以上の業種のうち、上位３業種・下位２業種 

 

※増減傾向は、５％以上の増減率を太矢印、１％以上５％未満の増減率を細矢印で示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 1 4 ,1 3 8 8 5 7 ,3 4 7 7 7 4 ,0 3 3 8 3 ,3 1 4 1 0 .8

全体の約9割にあたる組合が前年よりプラス妥結
しており、同業種が好調であると考えられる。
また、組合員数の多い大手・中堅組合の一部が
大幅なプラスで妥結していることが、全体の平均
額を押し上げている。

4 9 2 8 ,1 6 0 7 1 7 ,5 6 0 6 6 0 ,5 2 6 5 7 ,0 3 4 8 .6

全体の７割弱にあたる組合が前年よりプラス妥結
しており、同業種が概ね好調であると考えられる。
また、組合員数の多い大手・中堅組合の一部が
大幅なプラスで妥結していることが、全体の平均
額を押し上げている。

1 5 4 ,7 8 4 8 1 2 ,3 3 8 7 5 1 ,0 1 6 6 1 ,3 2 2 8 .2

全体の5割強にあたる組合が前年よりプラス妥
結。また、組合員数の多い大手・中堅組合の一部
が大幅なプラスで妥結していることが、全体の平
均額を押し上げている。

2 4 7 ,0 9 7 8 5 9 ,3 9 3 8 8 1 ,1 8 2 ▲ 2 1 ,7 8 9 ▲ 2 .5

全体の4割強にあたる組合が前年よりプラス妥
結。全体としてマイナスとなっているが、業績は企
業ごとにまちまちであり、好不調の評価がし難い。

1 4 1 1 ,1 8 3 8 3 1 ,7 9 5 8 4 3 ,7 9 6 ▲ 1 2 ,0 0 1 ▲ 1 .4

全体の9割弱にあたる組合が前年よりプラス妥結
しており、同業種が好調であると考えられる。
しかしながら、組合員数の多い大手組合の一部が
マイナスで妥結していることが、全体の平均額を押
し下げている。

輸送用機械器具

非鉄金属

令和６年
（円）

集計
組合数
（組合）

組合
員数
（人）

令和５年
（円）

金額
（円）

増減率
（％）

コメント
【主な特徴点など】増減傾向

（※２）

電気機械器具

食料品・たばこ

運輸業・郵便業

妥結額 対前年比
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（表４－１）産業別の妥結状況（製造業） 【加重平均】 

令和６年 令和５年 金額 増減率

（組合） （人） （円） （円） （円） （％）

3 1 3 8 1 ,1 1 3 8 5 1 ,8 0 5 8 2 9 ,2 8 7 2 2 ,5 1 8 2 .7

食料品・たばこ 2 1 4 ,1 3 8 8 5 7 ,3 4 7 7 7 4 ,0 3 3 8 3 ,3 1 4 1 0 .8

繊維、衣服 2 0 2 ,4 3 9 6 6 2 ,8 1 3 6 3 1 ,0 3 3 3 1 ,7 8 0 5 .0

木材、家具・
装備品 3 8 7 5 6 1 7 ,3 6 6 6 1 9 ,9 6 6 ▲ 2 ,6 0 0 ▲ 0 .4

パルプ・紙・
紙加工品 8 6 3 8 7 5 2 ,2 8 1 6 9 4 ,7 9 7 5 7 ,4 8 4 8 .3

印刷・同関連 9 2 ,5 4 3 6 5 9 ,1 0 4 6 7 1 ,0 4 8 ▲ 1 1 ,9 4 4 ▲ 1 .8

化学 3 1 3 ,1 4 2 8 3 6 ,8 0 7 8 3 4 ,0 1 7 2 ,7 9 0 0 .3

石油・石炭製品

プラスチック製品 4 3 1 7 6 6 6 ,1 3 7 6 6 2 ,5 5 2 3 ,5 8 5 0 .5

ゴム、皮革製品 2 1 7 3 5 8 4 ,9 8 6 5 6 0 ,7 4 0 2 4 ,2 4 6 4 .3

窯業・土石製品 2 3 7 8 4 8 ,0 0 3 8 2 9 ,7 3 0 1 8 ,2 7 3 2 .2

鉄鋼 3 9 8 ,2 3 5 8 6 2 ,5 4 7 8 5 8 ,3 2 6 4 ,2 2 1 0 .5

非鉄金属 1 5 4 ,7 8 4 8 1 2 ,3 3 8 7 5 1 ,0 1 6 6 1 ,3 2 2 8 .2

金属製品 4 5 9 ,0 3 0 6 9 0 ,1 8 7 6 7 8 ,8 1 9 1 1 ,3 6 8 1 .7

機械器具 7 2 2 4 ,6 8 4 9 7 1 ,3 9 2 9 2 3 ,3 6 5 4 8 ,0 2 7 5 .2

電子部品・
デバイス 1 1 0 3 8 0 ,5 0 9 3 8 1 ,9 8 9 ▲ 1 ,4 8 0 ▲ 0 .4

電気機械器具 2 4 7 ,0 9 7 8 5 9 ,3 9 3 8 8 1 ,1 8 2 ▲ 2 1 ,7 8 9 ▲ 2 .5

情報通信
機械器具 1 1 0 4 8 6 ,1 7 7 4 9 8 ,8 2 5 ▲ 1 2 ,6 4 8 ▲ 2 .5

輸送用機械器具 1 4 1 1 ,1 8 3 8 3 1 ,7 9 5 8 4 3 ,7 9 6 ▲ 1 2 ,0 0 1 ▲ 1 .4

その他の製造 2 1 ,7 7 8 9 2 7 ,8 2 9 8 9 5 ,1 0 4 3 2 ,7 2 5 3 .7

製造業

集計
組合数

組合
員数

妥結額 対前年比

増減傾向
（※2）

 

※１ 集計組合数が少ない業種については、平均額の精度が十分でないとみられることから、結果の利用にはご留意ください。 

※２ 増減傾向は、５％以上の増減率を太矢印、１％以上５％未満の増減率を細矢印、１％未満の増減率を横矢印で示しています。 
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（表４―２）産業別の妥結状況（非製造業） 【加重平均】 

令和６年 令和５年 金額 増減率

（組合） （人） （円） （円） （円） （％）

17 3 79 ,4 30 7 32 ,6 55 7 02 ,9 69 29 ,6 86 4 .2

1 25 4 79 ,2 68 4 65 ,7 48 13 ,5 20 2 .9

9 3 ,7 46 6 96 ,8 13 6 73 ,5 60 23 ,2 53 3 .5

1 3 ,2 97 8 30 ,0 00 8 31 ,0 00 ▲ 1 ,0 00 ▲ 0 .1

2 4 15 ,7 55 8 69 ,3 33 8 56 ,3 60 12 ,9 73 1 .5

　　うち、通信・放送 8 14 ,798 87 5 ,178 86 3 ,678 1 1 ,500 1 .3

　　うち、情報サービス 2 36 33 0 ,336 32 4 ,996 5 ,340 1 .6

　　うち、情報制作（出版等） 14 921 79 6 ,483 75 9 ,538 3 6 ,945 4 .9

4 9 28 ,1 60 7 17 ,5 60 6 60 ,5 26 57 ,0 34 8 .6

　　うち、私鉄・バス等 15 20 ,737 77 7 ,840 68 9 ,720 8 8 ,120 12 .8

　　うち、道路貨物輸送 11 4 ,270 52 5 ,380 56 1 ,911 ▲ 3 6 ,531 ▲ 6 .5

　　うち、郵便業

　　うち、その他 23 3 ,153 58 1 ,367 60 2 ,070 ▲ 2 0 ,703 ▲ 3 .4

4 8 19 ,4 60 6 07 ,2 70 5 95 ,1 52 12 ,1 18 2 .0

2 45 8 69 ,2 19 8 06 ,7 87 62 ,4 32 7 .7

　　うち、金融・保険業 1 4 0 8 2 2 ,6 9 5 7 7 5 ,6 2 7 4 7 ,068 6 .1

　　うち、不動産業 1 5 1 ,2 4 1 ,4 0 9 1 ,0 5 6 ,0 6 7 18 5 ,342 17 .6

　　うち、物品賃貸業

4 3 ,0 55 9 84 ,4 59 9 43 ,1 03 41 ,3 56 4 .4

3 1 ,0 86 7 51 ,6 22 7 31 ,2 92 20 ,3 30 2 .8

3 38 5 82 ,8 02 5 67 ,1 72 15 ,6 30 2 .8

1 3 1 ,8 60 5 39 ,4 06 5 36 ,5 30 2 ,8 76 0 .5

　　うち、教育・学習支援業 5 128 58 4 ,613 52 3 ,095 6 1 ,518 11 .8

　　うち、医療・福祉 8 1 ,732 53 6 ,066 53 7 ,523 ▲ 1 ,457 ▲ 0 .3

1 6 2 ,9 03 7 67 ,2 76 7 43 ,0 28 24 ,2 48 3 .3

　　うち、複合サービス事業 4 511 73 2 ,622 72 4 ,805 7 ,817 1 .1

　　うち、自動車整備・機械修理 3 258 52 5 ,304 52 2 ,993 2 ,311 0 .4

　　うち、賃貸・広告業 1 1 35 2 ,000 35 0 ,000 2 ,000 0 .6

　　うち、その他 8 2 ,133 80 5 ,041 77 4 ,192 3 0 ,849 4 .0

対前年比

増減傾向
（※2）

建設業

非製造業

組合
員数

農林水産業

金融・保険業、不動
産、物品賃貸業

学術研究、専門・
技術サービス業

飲食店、宿泊業

生活関連サービス
業、娯楽業

複合サービス事業、
サービス業

医療、福祉、教育、
学習支援業

電気・ガス・熱供給・
水道業

卸売・小売業

運輸業・郵便業

情報通信業

妥結額

鉱業・採石・砂利

集計
組合数

 

※１ 集計組合数が少ない業種については、平均額の精度が十分でないとみられることから、結果の利用にはご留意ください。 

※２ 増減傾向は、５％以上の増減率を太矢印、１％以上５％未満の増減率を細矢印、１％未満の増減率を横矢印で示しています。 


